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１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 12,429 14.8 △635 － △471 － △509 －

2025年３月期第１四半期 10,823 △17.2 △78 － 438 △46.2 △252 －
(注)包括利益 2026年３月期第１四半期 △625百万円( －％) 2025年３月期第１四半期 429百万円(△58.0％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 △44.06 －

2025年３月期第１四半期 △21.54 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 97,264 43,052 44.2

2025年３月期 102,747 44,603 43.4
(参考) 自己資本 2026年３月期第１四半期 43,035百万円 2025年３月期 44,603百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 35.00 － 35.00 70.00

2026年３月期 －

2026年３月期(予想) 35.00 － 35.00 70.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 57,000 7.7 1,700 88.1 1,200 △14.4 1,200 － 105.89
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

当社は2025年５月14日開催の取締役会において、自己株式の取得について決議いたしました。2026年３月期の連結

業績予想における「１株当たり当期純利益」については、当該自己株式の取得の影響を考慮しております。



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期１Ｑ 11,743,587株 2025年３月期 11,743,587株

② 期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 410,962株 2025年３月期 10,935株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 11,572,645株 2025年３月期１Ｑ 11,716,733株

※添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料４ページ「１．

経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、設備投資の持ち直しを背景に緩やかな回復が継続した一方、

建設資材や人件費の高騰に加え、民間投資の停滞などから建設機械の国内需要は弱含みで推移しました。

世界経済においては、中東・ウクライナ情勢の地政学リスクの長期化、中国経済の低迷、米国の通商政策の大幅

な変更等もあり不透明な事業環境が続きました。

このような状況下、当社グループでは2026年３月期を初年度とする新たな３ヵ年の中期経営計画を策定し、テー

マに掲げた『飛躍、そして次の時代へ』のもと「企業価値の向上」「成長戦略の推進と有効投資」「収益性の更な

る向上」「サステナビリティ経営の実践」の各基本方針に沿った施策を推進しております。

新中計初年度となる当第１四半期連結累計期間の国内においては、環境配慮型製品の市場投入を順次開始すると

ともに営業面においては足元の建設機械の需要低迷を受け、一部製品の販売を弾力的に行うことで在庫回転率の改

善と売上の確保に努めてまいりました。

一方、海外においては成長市場として期待するインドでの現地企業との合弁会社設立及び期中での事業開始に向

けた準備に加え、イタリア子会社へ資本増強を行うなど、今後の海外収益比率拡大に向けた施策を中心に取り組ん

でまいりました。

結果として、当第１四半期連結累計期間の売上高は124億２千９百万円(前年同期比114.8％)、営業損失は６億３

千５百万円(前年同期は営業損失７千８百万円)、経常損失は４億７千１百万円(前年同期は経常利益４億３千８百万

円)、親会社株主に帰属する四半期純損失は５億９百万円(前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失２億５千

２百万円)となりました。

セグメント別の状況は次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを変更しており、前第１四半期連結累計期間との比較分

析にあたっては、変更後の報告セグメントに基づく数値を用いております。詳細は、「（３）四半期連結財務諸表

に関する注記事項（セグメント情報等の注記）」をご参照ください。

① 日本

建設用クレーンの国内売上高は中・大型製品の販売回復により70億１百万円(前年同期比135.6％)となりまし

た。一方、アジア・オセアニア市場での販売が低迷したことにより海外売上高は８億９千６百万円(前年同期比

72.5％)となりました。

油圧ショベル等の国内売上高は弾力的な販売施策を行ったことにより19億２千８百万円(前年同期比125.0％)と

なった一方、海外売上高は米国市場の需要低迷を受け９億８千４百万円(前年同期比81.5％)となりました。

以上を含めた日本の売上高は109億７千３百万円(前年同期比118.0％)と増収となったものの、弾力的な販売施

策や棚卸資産適正化に向けた評価見直しを実施したこともあり、セグメント損失は５億９千４百万円(前年同期は

セグメント利益１千３百万円)と減益となりました。

② 欧州

欧州の売上高は景気減退による需要低迷を受け８億５千９百万円(前年同期比76.1％)、セグメント損失は８千

３百万円(前期同期はセグメント利益１千６百万円)となりました。

③ その他

中国セグメントの組み入れに伴いその他の売上高は９億３百万円(前年同期比128.5％)、セグメント利益は４千

３百万円(前年同期はセグメント損失１億１千４百万円)となりました。
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主要品目別売上高の状況は次のとおりであります。

① 建設用クレーン

国内売上高は70億１百万円(前年同期比135.6％)、海外売上高は８億７千万円(前年同期比72.4％)となり、建設

用クレーンの売上高は78億７千２百万円(前年同期比123.6％)となりました。

② 油圧ショベル等

国内売上高は19億２千８百万円(前年同期比125.0％)、海外売上高は24億６千５百万円(前年同期比89.1％)とな

り、油圧ショベル等の売上高は43億９千４百万円(前年同期比101.9％)となりました。

③ その他

その他製品の売上高は１億６千２百万円(前年同期比111.5％)となりました。

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

(資産の状況)

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末の1,027億４千７百万円に比べて54億８千２百

万円減少し、972億６千４百万円となりました。これは主として、現金及び預金の減少22億８千３百万円、棚卸資産

の減少12億３千１百万円、受取手形及び売掛金の減少16億８千９百万円によるものであります。

(負債の状況)

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末の581億４千４百万円に比べ39億３千１百万円減

少し、542億１千２百万円となりました。これは主として、賞与引当金の減少３億２千８百万円、電子記録債務の減

少11億７千４百万円、短期借入金の減少６億４千４百万円、1年内返済予定の長期借入金の減少４億３千４百万円、

長期借入金の減少９億７千万円によるものであります。

(純資産の状況)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末の446億３百万円に比べ15億５千１百万円減少

し、430億５千２百万円となりました。これは主として、自己株式の取得による減少５億１千５百万円、為替換算調

整勘定の減少１億円と期末配当金の支払い及び四半期純損失の計上による利益剰余金の減少９億２千万円によるも

のであります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年５月14日に公表いたしました通期連結業績予想に変更はありません。

なお、2025年６月20日公表の「連結子会社の持分譲渡に関するお知らせ」のとおり、当社と中国国内企業との間

で加藤（中国）工程机械有限公司の持分譲渡契約を締結し現在、譲渡価額の算定を進めております。2026年３月期

の業績予想には、今次発生する見込みの持分譲渡益は織り込んでいないことから最終譲渡価額が決定し、当該予想

の修正を要すことが判明した場合は、速やかに開示いたします。

(注)本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,763 12,479

受取手形及び売掛金 17,983 16,293

棚卸資産 45,272 44,040

その他 2,621 2,373

貸倒引当金 △347 △345

流動資産合計 80,292 74,842

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,410 8,299

機械装置及び運搬具（純額） 1,596 1,515

土地 5,170 5,170

建設仮勘定 178 213

その他（純額） 921 923

有形固定資産合計 16,277 16,123

無形固定資産 1,318 1,318

投資その他の資産

投資有価証券 2,823 2,903

破産更生債権等 14,570 13,960

退職給付に係る資産 148 176

繰延税金資産 1,004 1,025

その他 879 874

貸倒引当金 △14,569 △13,960

投資その他の資産合計 4,858 4,980

固定資産合計 22,454 22,422

資産合計 102,747 97,264
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,230 3,920

電子記録債務 6,306 5,131

短期借入金 19,941 19,296

1年内償還予定の社債 524 524

1年内返済予定の長期借入金 6,005 5,570

未払法人税等 - 33

賞与引当金 653 324

製品保証引当金 778 702

その他 2,191 2,361

流動負債合計 40,630 37,865

固定負債

社債 516 326

長期借入金 16,792 15,821

退職給付に係る負債 40 37

その他 164 162

固定負債合計 17,513 16,347

負債合計 58,144 54,212

純資産の部

株主資本

資本金 2,935 2,935

資本剰余金 8,247 8,222

利益剰余金 27,457 26,536

自己株式 △16 △531

株主資本合計 38,624 37,164

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 230 234

為替換算調整勘定 5,623 5,522

退職給付に係る調整累計額 124 113

その他の包括利益累計額合計 5,978 5,870

非支配株主持分 - 17

純資産合計 44,603 43,052

負債純資産合計 102,747 97,264
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

売上高 10,823 12,429

売上原価 9,074 11,140

売上総利益 1,749 1,289

販売費及び一般管理費 1,827 1,924

営業損失（△） △78 △635

営業外収益

受取利息 4 5

割賦販売受取利息 6 6

受取配当金 9 9

持分法による投資利益 20 94

為替差益 350 -

受取賃貸料 125 130

貸倒引当金戻入額 101 247

製品保証引当金戻入額 82 37

その他 28 61

営業外収益合計 731 593

営業外費用

賃貸費用 101 111

支払利息 101 172

為替差損 - 108

その他 11 37

営業外費用合計 213 429

経常利益又は経常損失（△） 438 △471

特別損失

関係会社株式評価損 6 3

子会社整理損 420 -

特別損失合計 427 3

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

10 △474

法人税、住民税及び事業税 57 22

法人税等調整額 212 19

法人税等合計 270 42

四半期純損失（△） △259 △517

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △6 △7

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △252 △509
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

四半期純損失（△） △259 △517

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 31 △0

為替換算調整勘定 665 △100

退職給付に係る調整額 △8 △11

持分法適用会社に対する持分相当額 0 4

その他の包括利益合計 688 △107

四半期包括利益 429 △625

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 364 △617

非支配株主に係る四半期包括利益 64 △7
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

(会計方針の変更)

（棚卸資産の評価方法の変更）

当社及び当社グループは棚卸資産のうち、原材料及び貯蔵品の評価方法は、従来、主として最終仕入原価法（収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間の期首より、主として総

平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。

この評価方法の変更は、新基幹システムの導入を契機として、より迅速かつ適正な期間損益計算を行うことを目的

としたものであります。

なお、過去の連結会計年度について、総平均法による計算を行うことが実務上不可能であり、遡及適用した場合の

累積的影響額を算定することができないため、前連結会計年度末の帳簿価額を当第１四半期連結会計期間の期首残高

とみなして計算を行っております。

また、この会計方針の変更による影響額は、軽微であります。

(セグメント情報等の注記)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

調整額
(注)2

四半期連結損益
計算書計上額

(注)3日本 欧州
その他
(注)1

売上高

建設用クレーン 6,308 58 － 6,367 － 6,367

油圧ショベル等 2,537 1,070 703 4,310 － 4,310

その他 145 － － 145 － 145

顧客との契約から生じる収益 8,991 1,129 703 10,823 － 10,823

外部顧客への売上高 8,991 1,129 703 10,823 － 10,823

セグメント間の内部
売上高又は振替高

307 1 － 308 △308 －

計 9,298 1,130 703 11,131 △308 10,823

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

13 16 △114 △84 5 △78

(注) １ タイ、アメリカ、中国を含んでおります。

２ セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額にはセグメント間取引消去19百万円及びセグメント間未実

現利益消去△13百万円が含まれております。

３ セグメント利益又はセグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

調整額
(注)2

四半期連結損益
計算書計上額

(注)3日本 欧州
その他
(注)1

売上高

建設用クレーン 7,813 58 － 7,872 － 7,872

油圧ショベル等 2,689 801 903 4,394 － 4,394

その他 162 － － 162 － 162

顧客との契約から生じる収益 10,665 859 903 12,429 － 12,429

外部顧客への売上高 10,665 859 903 12,429 － 12,429

セグメント間の内部
売上高又は振替高

308 0 － 308 △308 －

計 10,973 859 903 12,737 △308 12,429

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△594 △83 43 △634 △0 △635

(注) １ タイ、アメリカ、中国を含んでおります。

２ セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額にはセグメント間取引消去23百万円及びセグメント間未実

現利益消去△24百万円が含まれております。

３ セグメント利益又はセグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２. 報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度において中国子会社２社の解散・清算を決定したことに伴い、従来「中国」として区分しており

ました事業は量的な重要性が低下したため、当第１四半期連結会計期間より「その他」に含める方法に変更してお

ります。これにより当社グループの報告セグメントは「日本」、「欧州」、「その他」の３つの報告セグメントと

なります。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分に基づき作成しております。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

該当事項はありません。

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(キャッシュ・フロー計算書に関する注記)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

減価償却費 327百万円 387百万円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年８月８日

株式会社 加藤製作所

取 締 役 会 御中

東 陽 監 査 法 人

東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 臼 田 賢 太 郎

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 南 泉 充 秀

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社加藤製作所の2025年４月１日から2026年３

月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）及び第１四半期連結

累計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施
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される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関

する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


